
発熱などの症状がある場合、厚生労働省は

会社を休むように呼びかけを行っています。

その際、新型コロナウイルスかどうか分から

ない時点で、従業員が自主的に休む場合は、

通常の欠勤と同様の取扱いとなります。

一方、発熱の症状があることのみをもっ

て、企業が一律に従業員を休ませるなど、企

業の自主的な判断で休業させる場合は、「使

用者の責に帰すべき事由による休業」に該当

し、休業手当を支払う必要があります。

発熱などの症状があり、相談・受診の目安

として公表されている以下のいずれかの条件

に当てはまり、感染が心配される場合には、

「帰国者・接触者相談センター」に相談する

よう案内されています。

①風邪の症状や37.5度以上の発熱が4日以上

続く場合（解熱剤を飲み続けなければなら

ないときを含む）

②強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困

難）がある場合

※高齢者をはじめ、基礎疾患（糖尿病、心不全、

呼吸器疾患（慢性閉塞性肺疾患など））がある人

や透析を受けている人、免疫抑制剤や抗がん剤な

どを用いている人は①または②の状態が2日程度

続く場合に相談する。

この相談の結果を踏まえても、業務を行う

ことが可能で、企業の自主的な判断で休業さ

せる場合、一般的に「使用者の責に帰すべき

事由による休業」に当てはまり、休業手当を

支払う必要があります。

従業員が新型コロナウイルスに感染したた

め、休業させる場合、一般的には「使用者の

責に帰すべき事由による休業」に該当しない

ため、会社は休業手当を支払う必要はありま

せん。この場合、従業員は、傷病手当金によ

り補償を受けることができるとされています。

参考:厚生労働省「新型コロナウイルスに関する

Q&A（企業の方向け）」

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku

nitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue

_fever_qa_00007.html

労務管理情報

新型コロナウイルス感染症に
関する休業手当の考え方

臨時号

新型コロナウイルス感染症の広がりを受け、従業員に風邪の症状があった

り、感染が疑われるような場合の休業手当の支払い等についての質問を多く

受けます。そこでここでは、厚生労働省のホームページに掲載されている企

業向けの新型コロナウイルスに関するＱ＆Ａから、休業手当の支払いに関す

る内容をとり上げます。

従業員に発熱などの症状がある場合、従業員本人のためにも感染拡大の防止のためにも、

休みやすい環境を整備していくことが企業に求められています。また、感染防止に向けた柔

軟な働き方としてテレワークや時差出勤が推奨されています。厚生労働省のホームページで

は各種案内が行われているので、実務の参考にされるとよいでしょう。

1. 発熱などがある従業員

3. 感染した従業員を休業させる場合
2.感染が疑われる従業員の対応
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